
【凡例】
対策が完了したもの：

対策が実施中又は計画中のもの：

実施時期が不確定のもの：

東京電力株式会社福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（平成27年2月版）

目
的

液体放射性廃棄物が溜まっていることによ
り生ずる漏えいリスクの低減

廃炉作業の進捗に
伴い発生する固体
放射性廃棄物の飛
散リスクの抑制

使用済燃料プール
において顕在化す
るリスクの除去

廃炉作業に伴う敷
地外に対する被ば
くリスクの制限

汚染水が滞留す
る建屋等におい
て顕在化する
リスクの除去

持続的廃炉作業を可能
とする環境の実現

被災した施設内の
状況把握

○３号機建屋カバー、
燃料取り出し設備
の設置完了

○３号機ＳＦＰからの
使用済燃料等の
取り出し完了

○４号機使用済燃
料プール（ＳＦＰ）
からの使用済燃
料等の取り出し
完了（H26.12）

○2ｍＳｖ／年未満※２

の達成（H27.3）
・建屋から放出され
る放射性物質の
連続監視
・高濃度汚染水の
処理

など

○給食セン
ターの
整備完了
（H27.3）

○雑固体廃棄物
焼却施設の運用
開始（H27.10）

○タンク内の高濃度
汚染水の処理によ
る放射性物質濃度
の低減（H27.5）

○海側海水配管トレ
ンチ内（2～4号機）
の高濃度汚染水
の除去（H27.3（2号
機））

○汚染地下水の
海への流出防止
・海側遮水壁の
完成等（サブドレン
の運用も含む）

○不安定なタンクに貯
留する汚染水の除去
・横置型タンク
（ブルータンク※1）の
撤去完了（H27.4）
・フランジ型タンクから
の汚染水の除去

○大型休憩
所の
整備完了
（H27.3）

○1ｍＳｖ／年未満※2

の達成（H28.3）

○固体廃棄物（ガ
レキ等）貯蔵施
設・減容施設の
計画的な増設・
整備

○タンク総容量の増加抑止
・地下水建屋内流入の抑制対策

○貯蔵液体放射性廃棄物総量の削減
・多核種除去設備処理水の規制基準を満足
する形での海洋放出等

○伐採木焼却・
減容施設の運用
開始

○平成23年
津波を踏
まえた
滞留水
流出防止
対策の
実施

○全面マス
クの着用
不要化
（原子炉
建屋等周
辺を除く）
（H27.5）

○新事務
本館建設
完了
（H28.8）

○敷地内除
染の完了
（原子炉
建屋等周
辺を除く）
(H28.3）

○原子炉冷却後の
冷却水の
性状把握
（核種分析等）

Ｈ27

Ｈ28

Ｈ29

（年）

○１号機ＳＦＰからの
使用済燃料等の
取り出し完了

○１号機建屋カバー、
燃料取り出し設備
の設置完了

液体放射性廃棄物関連
固体放射性
廃棄物関連

敷地境界実効

線量（評価値）
労働環境改善 施設内調査

分
野

○高性能容器等
二次廃棄物の
安定的な管理

○原子炉建屋内等
の汚染状況把握
（核種分析等）

（注）主要な課題を列挙したものであって、全ての課題を記したものではない。

○建屋内滞留水位
と地下水位の
詳細管理

※１ ブルータンク ：コンクリートの基礎や堰を有していないタンク。

※２ 発災以降の廃炉作業等に伴い発生する、敷地内の汚染水タンクやガレキから放出される放射線及び原子炉
建屋等から放出される気体や厳格な管理のもと海洋に放出される液体に含まれる放射性物質による被ばく線
量を敷地境界において評価した値（最大値）。事故時に放出された環境中に残存している放射性物質による被
ばく線量は含まない。なお、詳細については、「東京電力福島第一原子力発電所敷地境界における実効線量
の制限の達成に向けた規制要求について（平成26年2月26日原子力規制委員会）」を参照。

○原子炉建屋内等
での滞留水の流
れ等の状況把握

～

Ｈ31

○検討用
地震動・
津波高さ
の確定、
及び
それらに
対する
防護対策
基本方針
の策定

○検討用
地震動・
津波高さ
を踏まえ
た対策の
実施

地震・津波
関連

使用済燃料
プール関連

平成２７年２月１８日
原子力規制委員会

○格納容器内及び
圧力容器内の直
接的な状況把握


